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国内総支出と消費者物価指数の推移（対前年度増減率）
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（注）１．国内総支出は、「国民経済計算年報(平成13年度)」及び「四半期別ＧＤＰ速報 時系列表 平成13年4～6月期(2次速報値)」(内閣府)より作成。
　　　２．消費者物価指数は、「平成12年基準 消費者物価指数」(総務省)より作成。
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一般会計税収、歳出総額及び公債発行額の推移
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税　　　　 収

（兆円）

歳出に占める税収の割合（％）
63.9 72.1 83.4 86.8 84.8 77.2 72.1 69.3 68.4 66.0 68.7 58.6 53.167.8 78.1 81.1 82.7

(注）12年度までは決算額、13年度
    は補正後予算額による。
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特定財源関係

　所得税、法人税、消費税の合計

(注）12年度以前は決算額、13年度は補正後予算額である。

その他　［相続税、酒税、たばこ税、関税、
　　　　　　印紙収入（登免税・印紙税）等］







平成６年以降の主な税制の動き

主 な 動 き 個 人 所 得 課 税 法 人 課 税 消 費 課 税 資 産 課 税 等

平成６年 特別減税(▲5.5兆円) ・相続税の減税
税制改革 ・固定資産税評価の均衡化・

適正化（地価公示価格の７
制度減税の法定 消費税率引上げ等の法定 割評価）
税率構造の累進緩和 消費税率の引上げ
課税最低限の引上げ (3%→4%)

中小特例措置縮減等
地方消費税創設(1%)

平成７年
先行減税の実施(▲3.5兆円)
制度減税

＋特別減税(▲2.0兆円)

平成８年 ＋特別減税(▲2.0兆円) ・土地譲渡益課税の軽減

平成９年 ・負担水準の均衡化を重視し
消費税率引上げ等の実施 た固定資産税負担の調整措
地方消費税の実施 置の導入

（財政構造改革法成立）

平成10年 ＋特別減税 ・基本税率引下げ ・地価税の課税停止
法人税制改革 当初分(▲2.0兆円) (法人税 37.5%→34.5%) ・土地譲渡益課税の軽減

追加分(▲2.0兆円) (法人事業税 12%→11%)
（財政構造改革法凍結） (実効税率 49.98%→46.36%)

・課税ベースの適正化

平成11年 ・消費税(国分)の福祉目的化 ・有価証券取引税、取引所税
恒久的な減税 恒久的な減税 の廃止

個人所得課税(▲4.1兆円) 法人課税(▲2.5兆円)
・最高税率引下げ ・基本税率引下げ
(65%→50%) (法人税 34.5%→30%)

・定率減税 (法人事業税 11%→9.6%)
(実効税率 46.36%→40.87%)

平成12年

平成13年 ・企業組織再編成に係る税制の
整備



平成６年の税制改革以降の所得税・個人住民税減税（イメージ図）

６年（度）分 ７年（度）分 ８年（度）分９年（度）分１０年（度）分 １１年（度）分１２年（度）分１３年（度）分

制 度 制 度 制 度 制 度 制 度 制 度
特 別 減 税 減 税 減 税 減 税 減 税 減 税 →

減 税 ３．５ ３．５ ３．５ ３．５ ３．５ ３．５

５．５ 特 別 特 別 特 別
減 税 減 税 減 税
２．０ ２．０ 当初分２．０ 恒久的 恒久的 →

な減税 な減税
４．３ ４．１

追加分２．０

抜 本 改 革 恒久的な減税

先行減税の実施 定率減税等

消費税３％ → ５％（地方消費税１％分を含む ）
平成９年４月実施









法人税率の推移

基本税率（留保分）

中小法人の軽減税率（留保分）税
率 公益法人等・協同組合等（留保分）の軽減税率
％ 所得税減税に伴う税源確保

５０
財政再建に資するため

所得税の大幅減税 暫定税率の期限切れ

所得税減税に伴う税源確保 ４３．３

４２ ４２ ４２ 抜本改正経過税率

４０ ４０ 抜本改正本則税率
４０

４０ 平元 消費税導入３７．５
３６．７５３８ 課税ベース

３５ ３７ の適正化
３５ ３５３５ ３４．５ 「恒久的減税」

３３ ３１
３０

３０ ３１ ３０３０ ３０２８ ２９
２８２８ ２８ ２６

２５ ２７
２６

２５

２３
２２

２０
～～

２５ ２７ ３０ ３３ ４０ ４１ ４５ ４９ ５６ ５９ ６０ ６２ 元２ １０ １１
昭和 平成 （年度）











地価公示価格指数(58年＝100)と相続税の主な改正
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(指数) 三大圏商業地

三大圏住宅地

全国・全用途

（昭和63年度抜本改正）
基礎控除
・  定額控除　　　　　　　　4,000万円
・  法定相続人数比例控除:
   　　　　800万円×法定相続人の数
税率
・　13段階(最高税率:70%  ５億円超)

小規模宅地等の特例[減額割合]
 　事業用  60%　　   居住用　50%

（平成4年度改正）
基礎控除
・  定額控除　　　　　　　　　4,800万円
・  法定相続人数比例控除:
   　　　　　950万円×法定相続人の数
税率
・  13段階(最高税率:70%  10億円超)

小規模宅地等の特例[減額割合]
    事業用  70%　　   居住用　60%

（平成6年度改正）
基礎控除
・  定額控除　　　　　　　　　5,000万円
・  法定相続人数比例控除:
   　　　　1,000万円×法定相続人の数
税率
・  ９段階（最高税率：70%  20億円超)

小規模宅地等の特例[減額割合]
   事業用  80%　　   居住用　80%

（抜本改正前）
基礎控除
・  定額控除　　　　　　　　2,000万円
・  法定相続人数比例控除
   　　　　400万円×法定相続人の数
税率
・　14段階（最高税率：75%  ５億円超）

小規模宅地等の特例[減額割合]
   事業用  40%　　   居住用　30%

(注)  小規模宅地等の特例の減額割合は、居住又は事業を継続する場合である。





所得・消費・資産等の税収構成比の推移(国税＋地方税)
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個人所得課税

法人所得課税

(資産性所得分を所得課税に含めた場合)

恒久的な減税

(注) 平成９年度までは決算額、平成13年度については、国税は当初予算額、地方税は見込額による。



国民負担率と財政赤字（対国民所得比）
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租税負担率

社会保障負担率

国民負担率（租税負担率＋社会保障負担率）

財政赤字を含む国民負担率

国税  13.4
地方税 9.2

（注)1. 平成11年度までは実績、平成12年度は実績見込み、平成13年度は当初見込みである。
　　 2. 平成10年度の財政赤字を含む国民負担率は、財政赤字のうち国鉄長期債務及び国有林野累積債務の一般会計承継に係る分を除いたベースが
　　　 46.4%､これを含むベースが53.3%である。
　　 3. 平成2年度以降は93SNAに基づく計数であり、平成元年度以前は68SNAに基づく計数である。ただし、租税負担の計数は租税収入ベースであ
　　　 り、SNAベースとは異なる。

財政赤字

8.4

22.6

27.4



国民負担率の推移（対国民所得比）

国税 一般会計 地方税 租税負担 社会保障 国民負担率 財政赤字 潜在的な 国民所得
税収 負担 国民負担率 （ＮＩ）

① ② ③＝①＋② ④ ⑤＝③＋④ ⑥ ⑦＝③＋④＋⑥

平成２ (1990) 17.9 17.1 9.5 27.4 11.3 38.8 － － 351.0

３ (1991) 17.0 16.1 9.4 26.4 11.4 37.8 0.2 38.0 371.9

４ (1992) 15.5 14.7 9.3 24.8 11.8 36.6 4.0 40.7 371.3

５ (1993) 15.4 14.6 9.1 24.4 12.1 36.6 5.6 42.1 371.2

６ (1994) 14.4 13.6 8.7 23.1 12.5 35.6 6.9 42.5 374.5

７ (1995) 14.5 13.7 8.9 23.4 13.2 36.6 8.4 45.0 378.8

８ (1996) 14.2 13.4 9.0 23.2 13.3 36.5 8.2 44.7 388.6

９ (1997) 14.2 13.8 9.2 23.4 13.6 37.0 7.2 44.2 391.9

10 (1998) 13.4 12.9 9.4 22.8 13.9 36.7 (*)16.6
9.7
(*) 53.3
46.4

382.0

11 (1999) 12.9 12.3 9.1 22.0 13.6 35.6 11.0 46.6 383.0

12 (2000) 13.4 12.9 9.2 22.6 13.9 36.5 12.5 49.0 387.4

13 (2001) 13.4 12.9 9.2 22.6 14.3 36.9 8.4 45.3 393.4
(注)１．単位は、国民所得は兆円、その他は％である。
    ２．平成11年度までは実績、平成12年度は実績見込み、13年度は見込みである。
　　３．租税負担の計数は租税収入ベースであり、国民経済計算ベースとは異なる。
　　４．(*)の計数は、国鉄長期債務及び国有林野累積債務の一般会計承継に係る財政赤字を含む場合。

年度
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(注) 1. 租税負担率については、日本は平成13年度当初予算ベース、日本以外は「Revenue Statistics 1965-1999(OECD)」による。
　　　 　また、財政収支及び債務残高については、「OECD Economic Outlook 69」による。
     2. 所得課税には資産性所得を含む。
　　  3. 日本の法人所得課税の租税負担率(4.8％)の内訳は国税3.0％、地方税1.8％。
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構成比
(28.6%)
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日 本 (2001年度） 韓 国 (1998年) ベルギー(1998年) イタリア(1998年) カナダ(1998年)

財政収支

債務残高

▲ 7.0％
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   6.9％

6.0％

▲ 0.3％
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   0.0％

110.8％

(対GDP比･2000年)

3.4％

104.9％

47.0%

(11.5%)
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OECD諸国における租税負担率（対GDP比）の国際比較 （1998年）
％

（注） 「OECD Revenue Statistics 2000」により作成。社会保障負担は含んでいない。 ギリシアは1997年実績。

OECD平均 27.6％



租税負担率（対ＧＤＰ比）の国際比較 （国税）

14.1% 13.5% 13.0%
11.5% 10.8% 10.2%
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20.0%

タイ アルゼンチン パキスタン インドネシア バングラデシュ 日本 ロシア

（1997年） （1998年） （1997年） （1998年） （1998年） （2001年度） （1998年）

1.0

▲ 2.4 ▲ 1.3 ▲ 6.1 ▲ 2.0 ▲ 6.0 ▲ 5.5 ▲ 5.9

215,710円 954,629円 52,603円 88,352円 29,578円 4,086,038円 103,005円

（注） 日本は13年度当初予算ベース。ただし、財政収支については1999年のもの。日本以外の国については、IMF Staff Country Report、
      IMF “International Financial Statistics” 等により作成。

財政収支
（対ＧＤＰ比）

1人当りＧＤＰ



 

乗数効果について 
 
 
 
○ 乗数の推移（経済企画庁経済研究所（現内閣府経済社会総合研究所）のモデル） 

 

モデル名 ﾊﾟｲﾛｯﾄﾓﾃﾞﾙ SP-17 

(1974 年 12 月） 

第四次世界経済モデル 

(1991 年７月) 

第五次世界経済モデル 

(1994 年 12 月) 

短期日本経済ﾏｸﾛ計量ﾓﾃﾞﾙ

（1998 年 10 月） 

推計期間 1960～1973 年度 1979～1988 年 1983～1992 年 1985～1997 年 

所得税減税の乗数 

（名目、１年目） 
０．７７ ０．５３ ０．４６ ０．４３ 

公共投資の乗数

（同上） 
１．８５ １．３９ １．３２ １．３１ 

 

（注）「 財政支出あるいは租税収入の変化が、それの何倍かの国民所得の増加（または減少）を生じせしめることを、

財政収支の乗数効果という。」（高橋泰蔵他編｢体系経済学辞典｣東洋経済新報社） 

 

 



 

○ 乗数効果に対する見方 

 

• 年次経済報告（平成 12 年度） 
 

「 公共投資の乗数効果が低下しているのではないかという点については、・・・これまでの議論を整理す
ると、乗数低下の理由として、①限界消費性向が低下したこと、②限界輸入性向が上昇し外需への漏れ
が生じていること、③経済の国際化が進んだことにより公共投資を増やしても金利が上昇して円高とな
るため景気拡大効果が減滅されること（マンデル・フレミング効果）、④公債発行によって公共投資を増
やしても国民が将来の税負担の増加を予想して貯蓄を増やし消費を手控えてしまうために効果が減殺さ
れること（リカードの等価定理（中立命題））、といった点が指摘されてきた。これに対し、・・・乗数効
果がこの要因によって弱まったとは言えないとの検証があるほか、・・・モデルの乗数の歴史的変化自体
はモデルの枠組（背景理論）に大きく影響を受けており、実際に 80 年代と 90 年代について同一構造の
モデルで乗数の比較を行い大きな変化がなかったことを検証している。・・・90 年代に入って、政府支出
の乗数効果を弱める方向に作用する要因があることは否定できないが、それによって、財政政策の効果
が失われるというほどの影響はなかったものと考えられる。 」 
 
「 日本では、財政赤字の大幅な増加を背景に、最近になってより中立命題が成り立ちやすくなっている
のではないかとの指摘もある。・・・最近までのデータを使って中立命題の証明を行った。・・・中立命
題が厳密に成り立つとは言えないとの結果が得られた。しかし、・・・弱いながらも近年では中立命題が
成り立ちやすくなっている可能性が示唆される。 」 
 



 

 

• 井堀利宏『財政赤字の正しい考え方』（平成 12 年） 

 
「 裁量的減税の一つの目的は景気刺激効果である。しかし、ケインズ・モデルを前提として、景気を刺
激するのが唯一の目的であれば、減税よりも公共投資の増加のほうが有効である。なぜなら公共投資乗
数のほうが減税乗数よりも大きいからである。・・・消費税にしろ所得税にしろ、減税したからといって、
本当に消費が刺激されるか疑問だという批判もありうる。これは人々が将来の増税要因をどれだけ認識
しているかに依存する。すなわち、中立命題がどれぐらい妥当するかに依存する。・・・日本でどの程度
中立命題が成立しているかは、・・・一般的には、中間的状況にあると考えられる。その意味でも、減税
政策のマクロ需要刺激効果は割り引いて考えるべきであろう。 」 
 

 
（注）「 リカードの等価定理  財政支出を課税により現在決済しようと、国債を発行して将来に決済を延期しようと、国民の経済厚生

に変化はないという命題。・・・リカードが主張し、近年、バローら合理的期待形成学派によって、公債の中立命題として再定式

化されたもの。」（金森久雄他編「経済辞典」有斐閣） 

 

 




